
第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

（1）業績

当連結会計年度の世界経済を概観しますと、先進国経済が堅調に推移したものの、新興国経済の成長は鈍化

し、全体として緩やかな成長が続きました。米国経済は、雇用の回復と原油価格の低下により、消費が堅調に推

移しました。欧州経済は欧州中央銀行が量的金融緩和を実施したことにより底入れの兆しが見えましたが、ギリ

シャ問題など先行きは不透明な状態が続きました。新興国経済は、アジア主要国の成長は持ち直しが見られたも

のの、中国の成長は鈍化し、また、急激な原油価格低下の影響により一部の資源国の経済が悪化しました。

  こうした中、わが国経済は、上期に円安による輸入コストの上昇と、消費税率引き上げにより景気が減速しま

したが、下期にはエネルギー輸入コストの下落や設備投資の改善で景気の自律回復基調が見られるようになりま

した。

 

このような環境のもと、豊田通商グループの当連結会計年度の売上高は石油製品等の取り扱い増加及び円安に

よる為替の影響等により、前連結会計年度を9,202億円（11.9％）上回る８兆6,634億円となりました。

 

 セグメントの業績は、次のとおりであります。なお、平成26年４月１日よりグローバル生産部品・ロジスティ

クス本部については名称をグローバル部品・ロジスティクス本部に変更しております。

 

①金属

 鉄鋼分野では、豊田通商グループが出資するトルコの電磁鋼板加工会社Techno Steel Processing Turkey 

Çelik Bükme ve işleme San.Tic.A.Ş.が、本格生産を開始しました。非鉄金属分野では、当社が出資するアルゼ

ンチンのリチウム開発事業会社Sales de Jujuy S.A.が、同国フフイ州オラロス塩湖にてリチウムの本格生産を

開始しました。鉄鋼原料分野では、中国における自動車解体リサイクル事業につき、北京博瑞聯通汽車循環利用

科技有限公司に続く拠点開設に取り組みました。売上高については、円安による為替の影響及び北米の自動車生

産増加等により、前連結会計年度を1,328億円（7.3％）上回る１兆9,610億円となりました。 

②グローバル部品・ロジスティクス

航空機部品メーカーによるアジアでの現地生産が進む中、マレーシアにおいて、アジアの航空機産業分野での

バリューチェーン構築を目指し、航空機部品の表面処理加工を行う合弁会社Asahi Aero Malaysia SDN BHD.を設

立しました。また、カンボジアにおいて、国内部品メーカーの海外進出を支援するため、テクノパーク事業の立

上げに着手しました。売上高については、円安による為替の影響及び北米の自動車生産増加等により、前連結会

計年度を359億円（4.0％）上回る9,275億円となりました。

③自動車

カンボジアにおいて、当社が出資するトヨタ車輸入販売代理店の現地パートナーであるKong Nuon Group 

Co.Ltd.と合弁で販売金融会社を設立し、同国にてファイナンス事業を開始しました。ケニアにおいては、

Toyota Kenya Business Parkを設置し、完成車の物流センターや部品倉庫、中古車事業などを集約するととも

に、従来のトレーニングセンターを拡充した人材育成センターを開所しました。また、当社が出資するCFAO 

S.A.が、ナイジェリアにおいて、ヤマハ発動機株式会社と二輪車製造・販売事業を行う合弁会社設立契約を締結

するとともに、東南アフリカ６ヶ国において、Volkswagen AGと自動車販売代理店契約を締結し、事業を開始し

ました。売上高については、前連結会計年度を85億円（0.7％）上回る１兆3,065億円となりました。

④機械・エネルギー・プラントプロジェクト

北米地域を電力事業分野における重要市場の一つと位置づけ、米国メリーランド州において、St.Charles天然

ガス焚き火力発電所の建設・運営へ参画、同国マサチューセッツ州においてもSalem Harbor天然ガス焚き火力発

電所のリパワリングプロジェクトへ参画しました。また、ケニアにおいて、当社が建設を手掛けていたアフリカ

最大級のオルカリア１号及び４号地熱発電所が竣工し、操業を開始しました。売上高については、主に石油製品

等の取り扱い増加により、前連結会計年度を4,214億円（27.6％）上回る１兆9,481億円となりました。

⑤化学品・エレクトロニクス

化学品分野では、ケニアにおいて、肥料製造事業の実施に向けてケニア農業省と肥料事業推進の覚書を締結し

ました。また、マレーシアにおいて、珪砂採掘・精製事業の生産能力増強のため、事業体への増資を行いまし

た。エレクトロニクス分野では、新たな事業展開への取り組み強化と顧客満足度の向上のため、株式会社トーメ

ンエレクトロニクスの完全子会社化を実施しました。売上高については、エレクトロニクス関連の取り扱い増加

及び新規連結子会社の影響等により、前連結会計年度を2,410億円（14.1％）上回る１兆9,475億円となりまし

た。
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⑥食料

農水事業分野では、学校法人近畿大学と水産養殖事業の推進に関する覚書を締結し、より一層連携を強化する

とともに、クロマグロ人工種苗の安定的な生産・供給を目指し、長崎県五島市に株式会社ツナドリーム五島種苗

センターを設立しました。穀物分野では、ブラジル中・北東部で穀物インフラ事業を展開するNovaAgri Infra-

Estrutura de Armazenagem e Escoamento Agrícola S.A.の株式を取得し子会社化する契約を締結しました。売

上高については、海外での穀物の取り扱い増加等により、前連結会計年度を906億円（28.3％）上回る4,104億円

となりました。

⑦生活産業

リビング＆ヘルスケア分野では、インドネシアにおいて、現地リッポー・グループ他と共同で建設を進めてい

た長期滞在者及び出張者向けホテルレジデンス「AXIA SOUTH CIKARANG」が完成、開業しました。また、名古屋

市ささしまライブ24地区で推進していたオフィス、ホテル、コンファレンスセンター、商業施設が入る複合施設

「グローバルゲート」の起工式を行い、建設を開始しました。保険分野では、新規顧客層の獲得のため、豊通保

険パートナーズ株式会社が、ライフネット生命保険株式会社と協業し、フリーランス向けにイントラネット上の

会員専用ページで、保険販売を開始しました。売上高については、繊維関連の取り扱い減少の影響等により、前

連結会計年度を94億円（5.5％）下回る1,601億円となりました。

利益につきましては、営業利益は売上総利益の増加等により、前連結会計年度（1,613億21百万円）を81億35

百万円（5.0％）上回る1,694億56百万円となりました。しかしながら、経常利益は持分法による投資利益の減少

等により、前連結会計年度（1,634億38百万円）を71億71百万円（4.4％）下回る1,562億67百万円となりまし

た。その結果、税引後の当期純利益は、前連結会計年度（730億34百万円）を54億63百万円（7.5％）下回る675

億71百万円となりました。

（2）キャッシュ・フロー

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活動及び財務活動による増

加、投資活動による減少等により、4,991億57百万円となり、前連結会計年度末より871億25百万円の増加となり

ました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度において、営業活動による資金の増加は1,691億円（前連結会計年度比351億63百万円増加）と

なりました。これは当期純利益の計上等によるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度において、投資活動による資金の減少は1,995億12百万円（前連結会計年度比639億25百万円減

少）となりました。これは有形固定資産の取得等によるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度において、財務活動による資金の増加は1,082億47百万円（前連結会計年度比1,028億91百万円

増加）となりました。これは借入金の増加等によるものです。

２【仕入、成約及び売上の状況】

（1）仕入の状況

 仕入高と売上高との差額は僅少であるため、記載は省略しております。

（2）成約の状況

 成約高と売上高との差額は僅少であるため、記載は省略しております。

（3）売上の状況

 「第２ 事業の状況 １．業績等の概要」及び「第５ 経理の状況」におけるセグメント情報を参照してくださ

い。

 なお、連結売上高の10％以上を占める販売先がないため、主要な相手先別売上実績及び連結売上高に対する割合

の記載は省略しております。
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３【対処すべき課題】

  世界経済を概観しますと、先進国経済は、米国における雇用の回復と原油価格の低下や、欧州における欧州中央

銀行の量的金融緩和の効果等にて堅調に推移したものの、新興国経済は中国の減速、急激な原油価格低下の影響に

よる一部資源国の経済悪化等により成長が鈍化、全体としては緩やかな成長が続きました。

  国内経済は、円安による輸入コストの上昇、消費税率引き上げにより、上期は景気が減速しましたが、下期には

エネルギー輸入コストの下落や設備投資の改善で景気の自律回復基調が見られるようになりました。

  また、豊田通商グループの基盤である自動車関連事業は、これまでアフリカ、アジアなどの新興国を中心に市場

の拡大が続いてきましたが、急激な原油価格の低下が新興国経済に与える影響により、今後も厳しい経営環境が続

くものと予想しております。

  このような環境のもと、豊田通商グループは、「GLOBAL 2020 VISION」の実現に向け、以下の課題に取り組ん 

でまいります。

  「モビリティ分野」につきましては、トヨタグループ内で培われた物流、加工などの機能軸、地域軸、パートナ

ー軸、メーカー軸をもとにトヨタグループ内外のお客様との取引拡大を推進いたします。

  また、自動車産業界への貢献としまして、環境負荷を考えた自動車リサイクル事業の推進、次世代自動車等への

取り組みにも注力をしてまいります。

  「ライフ＆コミュニティ分野」では、生活環境の向上に貢献する事業（メディカル事業等）、「アース＆リソー

ス分野」では、地球課題の解決に貢献する事業（再生可能エネルギー事業等）での発展・拡大に取り組みます。

  「モビリティ」、「ライフ＆コミュニティ」、「アース＆リソース」の３分野にて当社の強みを発揮できる事業

領域をしっかりと見定め、事業拡大・深耕、事業間シナジーを創出する事で、豊田通商グループの「次の柱」を創

出し、「GLOBAL 2020 VISION」の達成を目指します。

  海外地域では、当社が資本参画したCFAO S.A.を通じ、アフリカにおける自動車分野での拡大、また、同社の医

薬事業、飲料事業分野でのネットワークを活用したシナジー追求により「ライフ＆コミュニティ分野」、「アース

＆リソース分野」の一層の強化を図ってまいります。

  より一層のグローバルな成長の為に、「人材＝人財」と捉え、多様性を活かした価値創造を目指し、「グローバ

ルダイバーシティ＆インクルージョン」を重要な経営戦略の１つとして推進いたします。また、国内はもとより、

海外での優秀な人材の採用・育成・登用にも努めてまいります。

  投資活動においては、適切な経営資源の配分、確実な投資リターンの確保を実現すべく、経営システムの構築に

努めます。また、健全な財務状態を維持する為に、株主資本コストと相関性の高いＲＯＥ、及び財務状態の安定性

を示すネットＤＥＲ、資金の動きを示すキャッシュ・フローを重点的に意識した経営を行っていく所存です。
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４【事業等のリスク】

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす

可能性のある事項には、以下のようなものがあると思われます。

なお、文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日現在において当社グループが判断したものであ

ります。

（1）営業活動全般に関するリスクについて

①特定の販売先への依存

当社グループは、当社及び子会社717社・関連会社256社で構成され、国内及び海外における自動車関連商品、そ

の他各種商品の販売を主要業務としております。当社売上高のうち、トヨタグループ（＊）への売上高が占める比

率は11.3％（平成27年３月期）であり、そのうちトヨタ自動車㈱への売上高の比率は5.7％であります。従いまし

て、トヨタ自動車㈱の生産台数の動向が、当社の経営成績に影響を与える可能性があります。

＊トヨタ自動車㈱、㈱豊田自動織機、愛知製鋼㈱、㈱ジェイテクト、トヨタ車体㈱、アイシン精機㈱、 

㈱デンソー、トヨタ紡織㈱、トヨタ自動車東日本㈱、豊田合成㈱、日野自動車㈱、ダイハツ工業㈱

②取引先の信用リスク

当社グループには、多様な営業活動により生じた国内外の取引先に対する金銭債権回収に関するリスクが存在す

るため、取引先の信用力、担保の価値及び一般経済状況に関する一定の前提と見積りに基づいて貸倒引当金を設定

しておりますが、取引先が債務の履行を完了するまでは取引先の財務状態が健全な状態にある、という保証はあり

ません。

③商品リスク

当社グループが取り扱う非鉄金属・原油・石油製品・ゴム・食料・繊維等の相場商品には価格変動のリスクが存

在します。こうした価格変動のリスクを低減する施策を講じておりますが、必ずしも完全に回避できるものではあ

りません。

④事業投資リスク

当社グループは、既存提携関係の強化または新規提携を行うことにより、既存事業の拡大や機能強化または新規

事業への参入を目指しております。このため、他社と提携して新会社を設立または既存の企業へ投資する等の投資

活動を行っており、更に今後も投資活動を行う可能性があります。しかし、投資先企業の企業価値または株式の市

場価値が低迷した場合には、当社グループが投資金額の全部もしくは相当部分を失う、またはこれらの投資先企業

に対する追加の資金提供を余儀なくされることがあります。このような場合、当社グループの財政状態及び経営成

績に悪影響を及ぼす可能性があります。

⑤金利変動リスク

 当社グループの有利子負債には、変動金利条件となっているものがあります。このうちの相当部分は変動の影響

を転嫁できる営業資産に見合っておりますが、市場変動の影響をリスクヘッジできないものもあり、金利変動リス

クを負っています。今後の金利動向によっては当社グループの業績への影響が生じる可能性があります。

⑥外国為替リスク

当社グループが行っている商品の販売及び投資活動等のうち、米ドルその他の外国通貨建ての取引については、

外国為替の変動による影響を受けることがあります。当社グループはこうした外国為替のリスクを一定程度まで低

減する施策を講じておりますが、必ずしも完全に回避できるものではありません。

⑦カントリーリスク

当社グループは、外国商品の取り扱いや外国の取引先に対する投資等、外国の取引先と多くの取引を行ってお

り、外国政府による規制・政治的不安定・資金移動の制約等による外国製品の製造・購買に伴うリスクに加え、投

資の損失またはその他の資産が劣化するリスクが存在しております。また、輸出入に係る営業活動は国際的な貿易

障壁及び貿易紛争並びに国家間における自由貿易協定及び多国間協定に起因する競合によって一般的な制約を受け

ます。当社グループは、特定の地域または国に対する集中の是正に努めておりますが、特定の地域または国に関連

して将来的に損失を被る可能性があります。

⑧輸出取引及び海外取引における競合

当社グループの主要な輸出取引及び海外取引は厳しい競合にさらされており、国際的なマーケットで営業活動を

展開している国内外の製造業者及び商社と世界規模で競合しております。これらの競合他社の中には当社グループ

より優れた商品、技術、経験等を有しているものもあり、常に競争優位の地位を確保できる保証はありません。
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⑨環境関連のリスクについて

当社グループが国内及び海外で展開する事業には、広範な環境に関するリスクが存在します。これらのリスクに

備え、食品商内におけるトレーサビリティの推進や、化学品商内における有害化学物質の取り扱いに関する法規制

の遵守など、サプライチェーンでのリスク管理を実施しております。また、当社グループが国内及び海外で展開す

る事業は、廃棄物処理などさまざまな環境リスクの下にあり、環境規制の変化や災害などによる環境汚染の発生な

どが想定され、追加の対策コストが必要となり、業績に影響を及ぼす可能性があります。

（2）災害等による影響について

 火災・地震・洪水等今後発生が想定される災害に対しては、安全かつ迅速に対応できるよう対策本部の設置・運

営等について適切な検討・訓練を行っております。例えば、地震等による当社グループの営業活動への影響を限定

的なものとする方策の一環として、設備における耐震構造の点検・調査を実施し、適宜、対策を施しております。

ただし、大規模な災害が発生した場合は、当社グループの営業活動に何らかの影響を与える可能性があります。

５【経営上の重要な契約等】

特記すべき事項はありません。

６【研究開発活動】

 特記すべき事項はありません。

７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（1）重要な会計方針及び見積り

 当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されて

おります。この連結財務諸表の作成にあたって、特に以下の重要な会計方針が、当社の連結財務諸表の作成におい

て使用される当社グループの重要な判断と見積りに大きな影響を及ぼすと考えております。 

 なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

①貸倒引当金

 当社グループは顧客の支払不能時に発生する損失の見積額について、貸倒引当金を計上しております。顧客の財

務状態が悪化し、その支払能力が低下した場合、追加引当が必要となる可能性があります。

②たな卸資産

 当社グループは推定される将来需要及び市場状況に基づく時価の見積額と原価との差額に相当する金額について

評価損を計上しております。実際の将来需要または市場状況が当社グループの見積りより悪化した場合、追加の評

価損の計上が必要となる可能性があります。

③有形・無形固定資産の減損

 当社グループは機能強化・事業拡大のため有形・無形固定資産を所有しております。固定資産の減損会計は資産

のグルーピング・割引前キャッシュ・フローの総額・回収可能価額を当該企業に固有の事情を反映した合理的で説

明可能な仮定及び予測に基づいて算出しております。将来の地価下落・資産の劣化等により現在の帳簿価額に反映

されていない損失または帳簿価額の回収不能が発生した場合、評価損の計上が必要となる可能性があります。

④投資有価証券の減損

 当社グループは取引関係の維持のため、特定の顧客及び金融機関の株式を所有しております。これらの株式には

価格変動性が高い上場会社の株式と、株価の決定が困難である非上場会社の株式が含まれております。

 上場会社の株式については決算日の市場価格が帳簿価額よりも30％以上下落し、その下落が一時的でないと判断

した場合に評価損を計上しております。また非上場会社の株式については、それらの会社の純資産額の持分相当額

が帳簿価額よりも50％以上下落した場合に評価損を計上しております。将来の市況悪化または投資先の業績不振に

より現在の帳簿価額に反映されていない損失または帳簿価額の回収不能が発生した場合、評価損の計上が必要とな

る可能性があります。

⑤繰延税金資産

当社グループは繰延税金資産について実現可能性が高いと考えられる金額へ減額するために評価性引当金を計上

しております。評価性引当金の必要性を評価するに当たっては将来の課税所得及び慎重かつ実現性の高い継続的な

税務計画を検討しますが、繰延税金資産の全部または一部を将来実現できないと判断した場合、当該判断を行った

期間に繰延税金資産の調整額を費用として計上します。同様に計上金額の純額を上回る繰延税金資産を今後実現で

きると判断した場合、繰延税金資産への調整により当該判断を行った期間に利益を増加させることになります。
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⑥退職給付費用

 退職給付費用及び債務は数理計算上で設定される前提条件に基づいて算出されております。これらの前提条件に

は割引率・将来の報酬水準・退職率・直近の統計数値に基づいて算出される死亡率・年金資産の長期収益率などが

含まれております。親会社及び国内子会社の年金制度においては、割引率は日本の国債の市場利回りを在籍従業員

に対する支給年数で調整して算出しております。長期期待運用収益率は年金資産が投資している資産の種類毎の長

期期待収益率の加重平均に基づいて算出されます。実際の結果が前提条件と異なる場合、または前提条件が変更さ

れた場合、その影響は累積され将来にわたって規則的に認識されるため一般的には将来期間において認識される費

用及び計上される債務に影響を及ぼします。数理計算上の差異の償却は年金費用の一部を構成しておりますが、前

提条件の変化による影響や前提条件と実際との結果の違いの影響を規則的に費用認識したものであります。

（2）当連結会計年度の経営成績の分析

当社グループの当連結会計年度の売上高は、石油製品等の取り扱い増加及び円安による為替の影響等により、前

連結会計年度を9,202億円（11.9％）上回る８兆6,634億円となりました。営業利益は売上総利益の増加等により、

前連結会計年度（1,613億21百万円）を81億35百万円（5.0％）上回る1,694億56百万円となりました。しかしなが

ら、経常利益は持分法による投資利益の減少等により、前連結会計年度（1,634億38百万円）を71億71百万円

（4.4％）下回る1,562億67百万円となりました。その結果、税引後の当期純利益は、前連結会計年度（730億34百

万円）を54億63百万円（7.5％）下回る675億71百万円となりました。

また、セグメント別の分析は「第２ 事業の状況 １．業績等の概要 (１）業績」を参照してください。

（3）資本の財源及び資金の流動性についての分析

①キャッシュ・フローの状況

  当連結会計年度の現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の期末残高は、前連結会計年度と比べ871億円

増加し4,991億円となりました。資金の増減額は前連結会計年度と比べて670億円の増加となっており、この主な増

加または減少要因は以下の通りです。

  営業活動によるキャッシュ・フローでは、1,691億円の資金を得ました。前連結会計年度と比べて351億円増加し

ておりますが、これは主に売上債権が1,015億円減少したことによるものです。

 投資活動によるキャッシュ・フローでは、1,995億円の資金を使用しました。前連結会計年度と比べて639億円減

少しておりますが、これは主に有形固定資産の取得による支出が増加したことによるものです。

 財務活動によるキャッシュ・フローでは、1,082億円の資金を得ました。前連結会計年度と比べて1,028億円増加

しておりますが、これは主に借入金の純増減額が817億円増加したことによるものです。

②財務戦略

 当社グループでは、財務健全性を維持した安定的成長を目指して、「資産の効率化」と「資産の内容に見合った

調達」を柱とする財務戦略を推進しております。

 「資産の効率化」については、“最小限の資金で最大限の利益確保”を目指し、売掛債権回収の早期化、在庫の

削減等による運転資本の効率化や不稼動・非効率固定資産の削減など、資金の効率化を進めております。これらの

活動により得られる資金を、より将来性の高い事業への投資や、有利子負債の圧縮に充当することにしており、

“企業価値の向上”と“財務の健全性向上”の両立を目指しております。

 一方、「資産の内容に見合った調達」については、固定資産は長期借入金と株主資本でカバーし、運転資本は短

期借入金でカバーすることを原則としておりますが、同時に運転資本の底溜り部分も長期資金でまかなうことを方

針としております。また、連結ベースでの資金管理体制については、親会社からの国内グループファイナンスに一

元化すると共に、海外子会社の資金調達についても、アジア及び欧米の海外現地法人などにおいて集中して資金調

達を行い、子会社への資金供給をするというキャッシュマネジメントシステムを活用したグループファイナンスを

行うことで、連結ベースでの資金の効率化に努め、資金管理体制のさらなる充実を図っております。さらには、当

社グループの資金調達の安全のため、“マルチカレンシー・リボルビング・ファシリティー（複数通貨協調融資

枠）”を設定するなど、不測の事態にも対応できるように備えております。

 今後の資金調達について、当社グループの営業活動が生み出すキャッシュ・フロー、資産の内容、経済情勢、金

融環境などを考慮し、資産の一層の効率化と安定的な資金調達に対応していきたいと考えております。

 当連結会計年度末の流動比率は連結ベースで134％となっており、流動性の点で当社の財務健全性を維持してお

ります。また、当社及び連結子会社では、主として現預金及び上述コミットメントラインの設定により、十分な流

動性を確保しております。
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